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三位一体改革の考え方

補助金改革

○ 補助金改革の目的は、事務事業の見直しにより、まず、ａ）国の
関与を縮減し、地方の権限・責任を大幅に拡大すること。あわせ
て、ｂ）国・地方を通じて行政のスリム化を図ること。

○ 補助金改革の主な進め方
１．国・地方を通じたスリム化 ⇒ 補助金の廃止・縮減
２．補助金は廃止するが、地方に事業が残るもの

⇒ 一般財源化（税源移譲検討対象）
３．国の関与を縮減して地方の裁量を大幅に拡大 ⇒ 交付金化

○ １６年度予算での取り組み
「基本方針２００３」の「改革工程」で改革の方向性やスケジュールが示され
ており、１６年度予算編成で課題とされた事項に着実に取り組む。

１．義務教育費国庫負担制度の改革

① 義務教育費国庫負担制度の交付金化
② 児童数等の客観的指標を予算額に反映出来る仕組みの導入
③ 退職手当・児童手当等の１６年度における一般財源化

２．その他

・ 農業委員会交付金等の縮減
・ 交通安全対策特別交付金の見直し
・ 公共事業関係の補助金縮減
・ まちづくり交付金の創設

・ 「同化・定着・定型化」した補助金等の一般財源化

３．補助金の過半を占める社会保障分野についても、増大の抑制に
取り組むことが重要。生活保護についても踏み込んだ検討を行う
必要。



地方交付税改革

○ 地方交付税が地方歳出の拡大とともに大幅に増加してきたこと

は、地方の国への財政的依存を招くとともに、地方自治体の財政が
効率化しない原因。

○ 地方財政の効率化を促し、地方の自立を促進する観点から、地方
交付税の総額を抑制することが重要。
このため、１６年度予算編成に当たっては、給与関係経費や単独事

業といった地方歳出の各項目を徹底的に見直し。

○ 質的改革として、財源保障範囲の見直しや地方自治体の自助努力
を促す工夫を検討。

○ 税源移譲に伴う税収偏在の拡大への対応についても検討が必要。

税源移譲

○ 税源移譲については、三位一体改革の一環として必ず実現してい
かねばならない課題。

○ 「税源移譲は基幹税の充実を基本に行う」（基本方針２００３）という
趣旨に沿って、補助金改革を踏まえ対応。

○ なお、「必要な場合、地方の財政運営に支障を生じることのない
よう暫定的に財源措置を講ずる。」（基本方針２００３）


